
    
 

平成２６年４月１１日 

総合政策局情報政策課 

 

 

「情報通信技術を活用した公共交通活性化に関する調査」報告書 

について 

 

 

情報通信技術（ＩＣＴ）機器の進化やＧＰＳの普及を踏まえ、ＩＣＴにより収集するデータ（ビ

ッグデータ）やＩＣＴ機器の活用の可能性や課題について調査・検討し、公共交通の活性化や新た

な公共交通サービスの創出、インバウンド観光等の分野で活用を図っていくことを目的として、平成２５

年１０月に検討委員会（座長：筑波大学大学院 石田東生教授）を設置し、検討を進めてきました。 

今般、３ヶ年の調査の初年度にあたる平成２５年度の調査報告書を取りまとめましたので、お

知らせいたします。 

調査報告書の概要は別添のとおりです。 

 なお、調査報告書は以下の国土交通省ホームページに掲載しております。 

 

 

（報告書）http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/jouhouka/sosei_jouhouka_tk1_000004.html 

 

 

以上 

 

 

 

 

 

【問い合わせ先】 

 国土交通省総合政策局情報政策課企画室  石川（28-201） 

小川（28-211） 

吉田（28-212） 

TEL：03-5253-8111、直通：03-5253-8334、FAX：03-5253-1564 

 



                                        （別紙） 

「情報通信技術を活用した公共交通活性化に関する調査」検討委員会 
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情報通信技術を活用した公共交通活性化に関する調査概要（平成２５年度調査結果）

・ビッグデータ及び情報通信技術（ICT）の活用の可能性と課題について調査・検討し、利便性の高い新たな
交通 ビ 創 等を も バウ ド観光等 分 も を推進

別添

公共交通サービスの創出等を図るとともに、インバウンド観光等の分野においても活用を推進。
・検討委員会（座長：筑波大学大学院 石田教授）を設置。
・３ヶ年の初年度として、自治体・事業者ヒアリングを通じて、可能性と課題を整理。

検討委員会の体制

中心市街地の空洞化

都市の拡散・広域化

公共交通の
効率性悪化

自家用自動車
の利用増加

高齢者の
移動困難

地域の現状・課題

乗降情報等
ＩＣＴの活用に
より情報取得

スマートフォン ＆
アプリケーション

調査の目的

ＩＣＴ・ビッグデータを活用した公共交通・観光の活性化手法を検討

検討委員会の体制

【交通計画分野・ビッグデータ分野】
座長：石田 東生教授（筑波大）、
轟 朝幸教授（日大）

【個人情報保護分野】

高齢化社会に適応した安全・便利な生活環境を実現するため、
公共交通の利用を促進する必要がある。

観光客の移動ニーズを把握し、公共交通の利便性を向上することに
より観光（インバウンド観光を含む。）を活性化することも必要である。

ビッグデータ
の活用

移動・利用情報
買物情報

ＳＮＳ
ＧＰＳデータ

交通事業者地⽅⾃治体
移動ニーズを把握し、

利便性の高い新たな公共交通

新保 史生教授（慶應義塾大）、
小向 太郎氏（㈱情報通信総合研究所）

・事業者関係
日本バス協会、小田急電鉄、西武鉄道、
東武鉄道、西武バス、東急バス

・IT企業関係

・潜在的な需要を把握し、公共交通サービスを向上

・公共交通利用者の利用実態の把握と分析
利便性向上に

必要なこと
・利用客層や時間帯等のデータの処理と分析

・ ビッグデータ活用で求められるサービス・利用可能なデータの整理
・ ビッグデータの活用に当たっての課題・問題点の整理

交通事業者
サービス等を創出

IT企業関係

日本電気、日立製作所情報・通信シス
テム社、富士通総研

・オブザーバー
関係部局

自治体・交通事業者
のヒアリングに

自治体・交通事業者
のヒアリングに

ニーズに基づいた
ビッグデータ収集手段の検討

ニーズに基づいた
ビッグデータ収集手段の検討

新たな情報収集手法
の活用可能性の

新たな情報収集手法
の活用可能性の

ヒアリングに基づき、ビッグデータ活用のニーズと課題を整理し、実証実験実施のための分析手法を検討。
【調査期間：平成２５年度 ～ 平成２７年度（３年間）】

・実証実験の手法を整理
（H25年度）

・実証実験の手法を整理
（H25年度）

調査内容

へのヒアリングに
よる公共交通の

ニーズ・課題の把握

へのヒアリングに
よる公共交通の

ニーズ・課題の把握

ビッグデ タ収集手段の検討
及び利活用手法の検討

ビッグデ タ収集手段の検討
及び利活用手法の検討

の活用可能性の
技術的調査検討
の活用可能性の
技術的調査検討

個人情報及びプライバシー保護の観点からの検討・整理個人情報及びプライバシー保護の観点からの検討・整理

（H25年度）
・実証実験・ケーススタディ

の実施(H26・H27年度)

（H25年度）
・実証実験・ケーススタディ

の実施(H26・H27年度)

・ICT等により収集したビッグデータ
、統計データ、SNS情報等を複合的
に組み合わせた実証実験を検討。

・活用可能性のあるビッグデータ、統計データ等を整理
・新たな情報通信技術やSNS等の活用可能性を整理
・公共交通分野における個人情報保護等の問題を整理

・現在利用しているデータの実態
・今後のデータ活用への期待
・交通サービス創出等への課題 等
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○ 自治体・公共交通事業者に対するヒアリングを通じ 以下のニーズを把握

情報通信技術を活用した公共交通活性化に関する調査概要（平成２５年度調査結果）

○ 自治体・公共交通事業者に対するヒアリングを通じ、以下のニーズを把握
正確な利用実態、利用ニーズを把握し、データに基づく改善が望まれている。
日々のデータを容易に収集・分析する手法が求められている。
ビッグデータの活用方法についてのガイドラインが必要とされている。

○ 地域の居住者や観光客が必要とする公共交通を整備するため、

アンケートで判明した自治体・公共交通事業者の主なニーズ

スマートフォンアプリを利用した

先行事例

○ 地域 居住者や観光客 必要 する公共交通を整備するため、
・ 乗継も含めた正確な利用実態や利用ニーズを把握したい。
・ データを活用して、乗務員の感覚だけに頼らない、効果的なダイヤ設定をしたい。

○ 年に数回のアンケート調査や乗降客数調査では分からない、
・ 通年の実態や季節変動を把握したい。

大規模交通調査（熊本都市圏）
経路検索エンジンの時刻表デー
タベースを用いた公共交通サー
ビス水準の評価（広島県）

バス総合情報案内システム（九通年 実態 季節変動を把握 。
・ 全体的なニーズを、なるべく労力やコストをかけずに収集したい。

○ ビッグデータを活用したいが、
・ 大量データの処理方法、個人情報の取扱いが分からない。
・ データの「使い方」のガイドラインが欲しい。

バス総合情報案内システム（九
州、松山等）
車両GPS情報/赤外線乗降セン

サを活用した輸送実態の把握
（イーグルバス等）使 」 ラ 欲 。

活用可能なビッグデータを調査し、分析手法を検討して、公共交通の活性化を実現

将来的なビッグデータの活用への期待（例）

交通計画・街づくり 交通サービス改善 新ビジネス

将来的なビッグデータの活用への期待（例）

自治体による公共交通計画の策定

高齢者等のニーズに応じた公共交
通 提供

新幹線等の鉄道やバスの乗継サービス向上や、
路線の新設による公共交通の利便性向上
ダイヤ等 見直しによる運行 改善や効率化

位置情報・移動履歴等データを利活
用した新事業・新サービスの創出

通の提供
渋滞・事故多発地帯の把握・対策

コンパクトシティの実現・中心市街地
活性化

ダイヤ等の見直しによる運行の改善や効率化
BRT、LRT、ライドシェア等の新サービスの導入

外国人を含む観光客の移動ニーズにマッチした公
共交通の提供と観光振興

用した新事業 新サ ビスの創出
道案内・経路検索
マーケティング・顧客関係管理
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現在利用している統計データ等の実態、活用可能性のあるビッグデータや統計データ等を調査。

情報通信技術を活用した公共交通活性化に関する調査概要（平成２５年度調査結果）

現在利用している統計デ タ等の実態、活用可能性のあるビッグデ タや統計デ タ等を調査。
データを組み合わせて分析することによる新たな活用可能性を整理。
データを活用する各段階において、それぞれ適切な取扱いを検討する必要がある。

国勢調査等の統計情報
【例：国勢調査データ（第３次統計等）】
・統計法に基づいた、精緻かつ信頼できるデータ。
・利用出来るデータが限られ、データの新鮮さに乏しい。

【例 スマ トフォン等の位置情報を基にした統計デ タ】

・国勢調査等の統計情報
・地理空間情報
・アンケート調査や人員観

測（バス乗降客数計測）

既存
統計

・季節変動や通年の把握

データを組み合わせて
分析することで

【例：スマートフォン等の位置情報を基にした統計データ】
・比較的低コストで多数の滞在人口や移動のデータ等が利用可能。
・データホルダとデータの仕様を検討・調整する必要があり、用途

が限定。

・携帯位置情報を基に
した人口統計

・GPSによる移動統計

ICT
統計

が可能（データが特定
日に限定されない）

・データの鮮度の向上
既存調査やアンケ ト【例：スマートフォンアプリの活用】

・分析に必要な情報を直接的に収集することが可能。（分析には
ノウハウが必要であることに留意が必要。）

・サンプル数が伸びず、分析が十分出来ないリスクがある。協力者
に対するベネフィットの付与が課題。

・スマートフォンアプリを
活用したGPS位置情報

・乗降情報
・乗降センサ

・Wi-Fi

移動

履歴

・既存調査やアンケート
調査の代替（補足）

・潜在的移動ニーズの
把握が可能

【例：ツイッター】
・様々なキーワードを抽出し 幅広い観点から分析できる可能性

に対する ネフィットの付与が課題。
・個人情報及びプライバシーの保護の観点からデータの取扱いに

注意が必要。

・つぶやき等SNS情報の
活用

Wi Fi
・Webアンケート（経路等）

潜在

履歴
・地域居住者だけでなく、

観光客の動向把握にも
活用可能

・詳細なODが把握可能・様々なキーワードを抽出し、幅広い観点から分析できる可能性。
・データの偏りや、実際の行動と異なるつぶやきも含まれる場合

がある。
・個人情報及びプライバシーの保護の観点からデータの取扱いに

注意が必要。

活用
・経路検索履歴
・Webアンケート（希望等）

潜在
需要

・詳細なODが把握可能
・データ量が膨大
・突発的な需要等を事前

に把握できる可能性本委員会での検討内容
○データを活用するために、「取得」「利用（処理・分析）」「管理」「第三者提供」「活用」の５つの段階においてそれぞれ適切な取扱いを検討する必要がある。
○個人を識別可能なデータは、その種類・特性や利用の目的に応じて容易に個人を特定できないよう加工する他、情報提供者に対する利用目的、取扱範

囲の事前告知等の配慮が必要。第三者提供においては、情報提供者の同意原則等への配慮が必要。
○十分なセキュリティ施策や情報保護対策と管理の仕組み構築等の配慮が必要。 3



国勢調査等と バスルートや施設情報等を地図上で組合せ 可視化することで公共交通の

情報通信技術を活用した公共交通活性化に関する調査概要（平成２５年度調査結果）

【バスル ト 停留所】 乗合 高速 デマンド コミ ニティバスの

国勢調査等と、バスル トや施設情報等を地図上で組合せ、可視化することで公共交通の
現状を把握。
政府の統計データは基本的に公開されており、誰でもデータを入手し、分析が可能。

今までは

H2

 

【バスルート・停留所】 乗合、高速、デマンド、コミュニティバスの
ルート、停留所情報 統計・地図データの複合的な可視化

基礎的な地域の現状把握基礎的な地域の現状把握

【施設情報】 公的施設、病院、保育所、
デイサービス事業所 等

乳幼児が多いエリアだが、
保育所とバスルートが
少し離れている。不便を
感じている人はいないか。

基礎的な地域の現状把握基礎的な地域の現状把握

保育施設統計・地図データの重ね合わせ統計・地図データの重ね合わせ

デイサ ビス事業所 等

【人口データ】 高齢者人口
子育て世代人口
労働力人口

0 2km

【利用データ】

・国勢調査：５歳以下人口
・バスルート
・バス停留所・バス停留所
・施設情報：保育所

統計データ、地図情報により地域データを可視化統計データ、地図情報により地域データを可視化
4



現状では、統計情報、乗降客数調査など数年に一度更新されるデータで実態を把握。

情報通信技術を活用した公共交通活性化に関する調査概要（平成２５年度調査結果）

携帯位置情報等を活⽤した実態把握のイメージ

携帯位置情報等を活用することにより、特定日のデータでは把握できないニーズや利用傾向の
把握が可能。

これから

12月⽉変動

曜⽇変動4月
現在の統計データによる実態把握イメージ

木

金

曜⽇変動

2月

3月

4月

1月

年間
データ

月

火

水

月

冬

季節変動
土

日祝日

春

夏

秋

平日・休日、季節変動やイベント時
等のデ タが蓄積されると 特定

統計情報、乗降客数調査などは数年に一度の更新。

等のデータが蓄積されると、特定
日のデータでは把握できない市
民ニーズや利用傾向の把握が可
能となる。

5



GPS移動履歴による実態把握は 従来の調査よりもサンプル数が多くなるのでデータ精度が

情報通信技術を活用した公共交通活性化に関する調査概要（平成２５年度調査結果）

GPS移動履歴による実態把握は、従来の調査よりもサンプル数が多くなるのでデータ精度が
高くなる。
SNSやWEBアンケートにより、ニーズと移動実態との比較ができる可能性。

これから

移動履歴により、バス停
アクセス等の状況が把握

変更

従来⼿法に基づく実態把握のイメージ

１年に数回の
アンケートやバスOD
調査 よる実態把握

データサンプル数が少ない

GPS情報やSNSを活⽤した実態把握のイメージ

GPS移動履歴に
よる実態把握 アクセス等の状況が把握

可能になる。変更

駅

駅駅

駅

調査による実態把握
数

ため、移動方向や
データ精度が不明瞭
な部分がある。

移動履歴により、移動方

よる実態把握

延伸

延伸

変更

施設
凡例

凡例

移動履歴により、移動方
向の精度が高くなる。より
詳細なＯＤが把握可能に
なり、路線の延伸や変更
の検討材料となる。

延伸
変更

施設
移動方向

発生点
移動方向

発生点

凡例

移動履歴

バス停
アクセス

施設への
アンケートの声

施設

施設への
アクセスを
改善してほしい

どの程度の
改善が必要？

年に数回のアンケート結果

だけでは、ニーズと移動実態の ○○施設でイベントがあります

市民からの意見をSNS、
WEBアンケートで収集

SNSやWEBアンケートからは
タイムリーな声が聞けるため、

ニ ズと実際の移動実態との改善が必要？
比較が困難。

○○施設でイ ントがあります
が、休日はバスの本数が少な
いので、大変です！

ニーズと実際の移動実態との
比較が可能となる。
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今後 取組
統計データ、市販データ、スマートフォンアプリデータ、SNSデータ等のデータ特性を活かし、
複合的に分析

情報通信技術を活用した公共交通活性化に関する調査概要（平成２５年度調査結果）

H22総数0

 

平日と休日

今後の取組 複合的に分析。
地方自治体や地域の公共交通事業者において公共交通の利便性向上や地域の観光振興に活用。

分析イメージ
雨 降雪

データの特性を活かし
複合的に分析

150
100
 50
 30

欠損値

H22総数0

イベント時
の動向

雨天・降雪
時の利用

【【GPSGPS等位置情報データの活用等位置情報データの活用】】乳幼児が多いエリアだが、
保育所とバスルートが
少し離れていないか。

【統計・地理空間情報の活用】

子育て世代の方、公共交通へのご意見を！

0 2km

保育所が遠くて、子供を連れて歩くのが大変！

【【SNSSNSを活用した情報収集を活用した情報収集】】

✓最適な交通サービスの提供、利便性向上
✓潜在ニーズの顕在化 など

✓最適な情報提供 ✓個人ニーズに合わせた情報 など

地方自治体や地域の公共交通事業者において公共交通の利便性向上や地域の観光振興に活用

✓潜在 ズの顕在化 など

利便性向上
新たな需要の掘り起こし
地域の振興 7


